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研究要旨 
全国の上場企業を対象とした調査を令和４年度に実施し、テレワークの実施状況と労務管理および安全

衛生管理の実態について明らかにした。令和５年度は、当該研究成果の普及啓発を目的とし、報告書を作
成しプレスリリースや学術雑誌への執筆等を行った。一連の普及啓発活動により、産業保健に関する専門
職はもちろん一般社会にも広く本研究の成果を伝えることができた。令和 6 年度には、学会発表等を通し
て、さらなる情報発信を予定している。 

 
Ａ．研究目的 

2020 年の新型コロナウイルス感染症の流行（以
下、コロナ禍）に伴い、テレワークを導入する企業
が急増した。それを受けて、厚生労働省は 2021 年
3 月に「テレワークの適切な導入及び実施の推進の
ためのガイドライン」を策定した。テレワークは感
染症予防や多様な働き方に対応できる等のメリット
がある一方で、身体活動量低下や筋骨格系への影
響、生活習慣病リスクが懸念されている。コロナ禍
発生から 3 年が経過して感染状況は落ち着き、出勤
を再開した企業もあれば、テレワークが定着した企
業もあるが、その全国的な状況は不明である。加え
て、各企業がテレワークを行う従業員にどのような
健康管理を行っているかについても実態は不明であ
る。そこで、本研究では、全国の上場企業を対象と
した調査を令和４年度に実施し、テレワークの実施
状況と労務管理および安全衛生管理の実態について
明らかにした。令和５年度は、その研究成果の普及
啓発を目的とし、報告書を作成し、プレスリリース
や学術雑誌への執筆等を行った。 

本報告書では、令和５年度のプレスリリース等に
よる普及啓発の実施状況について報告する。 
 
Ｂ．研究方法、結果、考察 
1）プレスリリース、メディア掲載 
 令和５年 8 月 29 日に厚生労働省にてプレスリリ
ース会見を実施した。発表者として、本研究班の研
究代表者、研究分担者の他に、厚生労働省労働基準
局の担当者も同席した。記者からは、企業で実施す
べき具体的な対策や、テレワークにより生じる健康
影響などについての質問があった。会見後の反響と
して、新聞社等のインターネット記事や健康づくり
情報誌（へるすあっぷ 21, 2023 年 11 月号, 株式会
社法研）など複数のメディアで取り上げられた。 
２）学術雑誌等での情報発信 
 「月刊 健康づくり」（2024 年 1 月号 
, 健康・体力づくり事業財団）にて、自然に健康にな
れるまちづくりの特集の中で、「職域での身体活動を
高める環境づくり」として当該研究結果について執
筆した。 



また、研究代表の所属組織のホームページにて健
康増進のお役立ち情報（健康づくりウォッチ 1,2）と
して情報を発信した。 
 
C．結論 

一連の普及啓発活動により、産業保健に関する専
門職はもちろん一般社会にも広く本研究の成果を伝
えることができた。令和 6 年度には、学会発表等を
通して、さらなる情報発信を予定している。 
 
【全国上場企業調査の概要】 
※詳細は、令和４年度の分担研究報告書 3 を参照の
こと 
1）調査対象および調査方法 

四季報（2023 年 1 集新春、東洋経済新報社）に登
録された全国の上場 1 部企業（3,794 社）を対象に、
2023 年 2 月～3 月に郵送法による自記式質問紙調査
を実施した。調査票は、各企業の健康管理や健康づ
くりの担当者宛に送付した。調査票とともに、本調
査の背景と目的、個人情報保護方針等の倫理的な配
慮について記載した調査協力依頼書を同封した。そ
の上で、調査票の回収をもって研究協力への同意を
得たものとみなした。 
2）調査項目 

質問紙にて、基本属性（業種、従業員数、作業形
態など）と、テレワーク実施状況について尋ねた。
テレワーク実施状況についての項目は、「テレワーク
の導入時期・実施割合・実施形態」や、「テレワーク
を行う従業員の健康課題」、「テレワークを行う従業
員に対する身体活動促進の取り組み」などであった。
また、テレワークを行う従業員の「労務管理」「健康
の確保」「安全衛生管理体制」についても尋ねた。こ
れらについては、「「テレワークの適切な導入及び実
施の推進のためのガイドライン」（厚生労働省、2021）
の「テレワークを行う労働者の安全衛生を確保する
ためのチェックリスト」から抜粋し、平易な文言を
変更して採用した。 
3）解析方法 

回答を得た 689 社（回収率：18.2%）のうち、テ

レワーク実施状況の回答に欠損のなかった 684 社
を分析の対象とした（有効回答率：18.0%）。記述
統計を中心とし、一部のカテゴリ変数においてはχ
2 検定を行った。加えて一部の自由記述について
は、主題分析を実施した。具体的には各記述を記録
単位（コード）とした後、コードの意味内容の類似
性に基づき分類、集約し、カテゴリとして命名し
た。 
４）結果 

テレワーク実施率は69.9%（478社）であった。テ
レワークは規模が大きい企業や情報通信業で多く実
施されていたが、小規模企業やテレワークになじみ
の薄かった業種でもテレワークが実施されていた。
テレワーク従業員に対する労務管理やストレスチェ
ックなど法定事項は実施されていたものの、テレワ
ークに関する安全衛生対策については不十分な項目
が多かった。テレワーク従業員の健康課題について
は、運動不足とコミュニケーション低下が懸念され
ていた。運動不足対策に取り組む企業もあったが、参
加率や継続性の面で課題が多く挙げられていた、加
えて、50人未満の小規模企業ではほとんど実施され
ていなかった。 
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図１. 厚生労働省でのプレスリリース会見の様子 
 
 

図２. ホームページでの情報発信（健康増進のお役立ち情報：健康づくりウォッチ 2,3） 
 


